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・1.は じ め に
1998年,「 街づ くり3法 」(大 規模小売店舗立地法(以 下大店立地法 と略記),中 心市街地にお
ける市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進 に関す る法律(以 下活性化法 と略記),
改正都市計画法)が 公布 された。 これらは,大 店法(大 規模小売店舗における小売業の事業活
動の調整 に関する法律)に 基づきお こなわれてきた大型店出店 に対す る規制をやめ,「経済的規
　
制か ら社会的規制に」転換するものであった。すなわち,中 小小売業の事業活動機会 を確保 す
るため,大 店法により大型店の出店 を調整=規 制してきた従来の政策を,大 型店が立地 する周
辺地域の生活環境を良好に保持するため,大 型店設置者に施設の配置や運営方法について適切
な配慮を求めるという政策へ と転換するものであった。
このような政策転換 に関 して,基 本的には2つ の相対立する見解がある。ひ とつは,中 小小
売業保護のための需給調整的規制がな くなるので,大 型店 はより自由な出店が可能 とな り,中
1)・3)例 えば,産 業構造審議会 ・中小企業政策審議会合同会議の議長 として大店法見直 しに当たっ
た田島義博教授 は,「環境への負荷 を軽減 し,経 済的規制から社会的規制 にシフ トさせ た大店立
地法は,都 市計画 になじませる形で大型店の出店を調整するもの」(日 経流通新聞1998.7.14)
と述べている。大型店問題に関 して,経 済的規制ぬ きの社会的規制があ りうるのか疑 問である。
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小小売業や商店街 に重大な打撃を与 えるのみならず,消 費生活や街づ くりに支障を来すとい う
　
批判である。もうひとつは,「大店立地法が郊外型商業の整備を受 け持ち,一 方で,活 性化法が
近隣型商業 を支援する。その両方を都市計画体系の中で実現 してい くために,改 正都市計画法
ヨ
がある」,「大店立地法は後世か らみて も恥ずか しくないもの」 として評価するものである。つ
まり,大 型店の無秩序な出店は環境面からは立地法 により,地 域的には改正都市計画法により
規制 され,中 小小売商業は,商 業基盤施設や商業施設面等から活性化法による支援があり,「特
別用途地区」を活用したゾーニングを通 じて改正都市計画法により保護 され うるとしているの
である。
後者の見解については,す でに多 くの研究者等か らも疑問視 されている。その論拠の第1は,
都市計画上大型店の出店を規制できる地域がきわめて狭いこと,第2は,上 位規定である用途
地域制 には触れず に中小小売業保護のための 「特別 用途地区」 を 「上塗 り」 しても,か なり限
定されたものにならざるをえないこと,第3は,活 性化法の支援対象地域 は中心市街地であ り,
きわめて限定 されていること等である。 このような問題点が残 る限 り,い くら 「街づ くり」 と
唱えてみても,そ の重要な担い手である中小小売業者はますます衰退 してい くことになり,結
局展望 を見失 うのではないか。しかし,大 型店出店 問題 を環境や街づ くりという地域住民の共
通的課題 として位置づけた意義は重視すべ きである。
大店法は大型店の出店調整=規 制により中小小売業の事業機会を確保することを重要な課題
としていた。 しか し,80年 代半ば以降 「規制緩和」論の前に武装解除されついに廃止 されるこ
ととなった。た しかに 「外圧」が強力であったことも事実だが,日 常の暮 らしを支えるのみな
らず,地 域の文化や街づ くりに果たしてきた中小小売業者の役割が,地 域の住民や消費者にあ
まり理解されて こなかった ことが,同 法の廃止を容易にした背景にあるように思われる。今回
の大店立地法が,生 活環境の保持や地域社会の健全 な発展(街 づ くり)と いう,一 般消費者や
地域住民にとって切実 さを増 してきている問題点を前面に立てて登場 したとき,国 民一般には
受容 しやすい ものであったかもしれない。
この点で,大 店法による出店調整=規 制は,そ の地域全体 にとってさまざまな影響 をもたら
すにもかかわらず,大 型店 と中小小売業者の利害対立に課題が集中しすぎていなかっただろう
か。調整の方法 もはたして妥当なものであっただろうか。現時点で大店法下での調整=規 制の
実態 を再検討 し,課 題設定や方法上の問題点 を解明 してお くことは,普 遍的地場産業 といって
も過言ではない中小小売業のこれからの役割 を明確 にしてお くために有効であると思われる。
そのために,こ こではささやかなケーススタディを試みる。対象 として,高 度成長期 に人口
2)野 口智雄氏 は都市計画法の規制範 囲の限界,活 性化法の対象地域の限定性 を(日 経流通新聞
1998.7.14),矢 作弘氏は都市計画法現場で運用す る自治体の開発至上主義的姿勢を指摘 している
(「瀕死の地方都市中心市街区」(『世界』651号1998.8所 収))。
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が急増 した大都市近郊で鉄道沿線にある草加市を取 り上 げた。同市は,埼 玉県南部の東京都に
隣接している都市である。都心か ら20キ ロ圏内にあり,宿 場町 として古い街並みがある程度存
続 していた ところへ,人 口増 により住宅地や道路が急速 に広がった都市である。1968年 には工
業団地が造成され,大 手企業の工場 も誘致 されているが,都 心への交通の便 もよく,市 域の4駅
を中心に東京のベ ッドタウンとして発展 してきた。 このような人 口増 に対応 して1970年 代以降
急速に大型店が増加 した典型的な都市である。お もに着目したのは,大 型店出店調整に対する
商工団体の関わ り方である。小売業 は優れて立地型産業であ り,周 辺の住民や消費者に密接な
関わ りがあることから,出 店調整は本来的に地域的課題であ り,大 店法下での出店調整が最 も
方向づけられたのは商業活動調整協議会(=商 調協)や 「事前説明」の場であったか ら,商 工
会議所や商工会の役割がかな り大 きかったと想定されるか らである。
II.小 売 業 の 展 開 状 況'
まず人 口増加 と小売業の発展状況 を確認 してお こう。図1に み られ るように,人 口は1957年
市制施行時3.5万 人であったが,60年 代から70年代にかけて急増 している。1962年 に日比谷線の
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表1草 加市 における卸 ・小売業の推移(販 売額:万 円)
年 商店数 法人 個人 従業員数 年間販売額
1958 443 90 353 1,296 191,230
1960 607 131 476 1,841 299,314
1962 631 152 479 2177, 516,807
1964 784 215 569 2,798 904,018
1966 953 253 700 3,447 1,189,603
1968 1,050 280 700 3,896 1,834,671
1970 1198, 321 877 4,409 2,813,366
1972 1,274 345 929 4,489 3,265,850
1974 1,435 376 1,059 5,399 4,918,450
1976 1,547 418 1,129 5,915 8,067,413
1979 2,078 635 1,44c 8,772 15,896,636
1982 2,309 901 1,408 10,488 24,354,827
1985 2,149 807 1,342 9,991 24,147,988
1988 2,199 918 1,281 11,486 27,986,667
1991 2,223 1,073 1150, 13,439 38,400,334
1994 2,033 1,021 1,012 12,569 34,997,433
1997 1,932 12,421 36,302,111
・各 年r埼 玉 県の商業」の数値 を使 用。た だ し1997年 は速報値。
毎 年転入 人 口が2万 人 程度 もあ り,1975年 には16.7万 人,そ れ以 降の伸 びは緩や かに なるが,1989
年 には20万 人 を突破 してい る。1970年 には市街化区域 と調整 区域 に分 け られ,2755haの 市域 の
うち9割 が市 街化 区域,1割 が調整 区域 とされた。その際,住 居地域 は986haか ら1781haへ と1.8
る
倍 にされた。
このような人口増加 に対応 して,市 域における商店数及び年間販売額は表1に みられるよう
に1982年 まで増加傾向にある。店舗数 は人口増のカーブが緩やかになってきた70年 代後半にも
かな り増えていることが分かる。82年 以降の減少は,お もに中小零細商店が含 まれている個人
　
商店の減少によっている。
人 口と小売店舗数の相関 をみた場合,図2の ように全国的には1982年 までは店舗増 と人口増
が並行 している。 しかし,小 売店舗数は82年 をピークに減少 し始めており,大 型店増加による
小規模店舗淘汰を窺わせ る。埼玉県の場合 には(図3),全 国の人 口が90年 代にはい り120(1970
年を100)ど まりであるのに対 し,180近 くに上昇 し,ほ ぼ直線的に増加 している。草加市の場
合は(図4),6,70年 代の人 口の増加傾向がさらに顕著である。小売店舗数は人 口増に対応して
増加 しているが,全 国同様1982年 をピークに減少 し始めている。
では大型店の動向はどうか。図5に よれば,埼 玉県の中 ・大型店の店舗面積 は,70年 代末か
ら80年代初頭は比較的増加 しているが,80年 代半ばは停滞気味であった。 しかし80年代末か ら
4)草 加市都市計画課 「草加都市計画(用 途地域)の 変更一覧表」参照
5)商 業統計 に従い従業者規模別商店数 の推移 をみる と,草加市における従業員1～2人 の零細商店
数は1982年 に1321店 とピークに達 し,1988年 には1068店 とな り5割 を切っている。逆 に50人 以上
商店数 は,1974年 に5,79年 に11,82年 に21へ と急増 してい る。
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図2全 国人ロ ・小売店舗数推移(1970年:100)
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人 口 は人 口 動 態 統 計 、 小 売 店 舗 数 は 商業 統 計 に よ る 。
図3埼 玉 県 人 ロ ・小 売 店 舗 数 推 移(197Q年=・100)
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人 口は推計人口,小 売店舗 数は商業統計 に よる。
*凡 例*
〉(一一 店 舗 数









… … … … 一… … 一一一一一一一… … … … … 一… … ≠ 一一一一一… 亀 一一=一 ㍗ ・・十 一一一…
'=十
,.十




+・ … ・小 売店 数
606264666870727476798285889194年
人1:]は住民基本台帳 、小売店 は商業統計の数値。
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1993年 までは300m"超 、1994年以降は500m2超(「 埼玉県大型小売 店調査結果」の数値 を使用)。
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90年 代半ばにかけてはかな り急増 してお り,前 述の人口増の一方での小売店舗数の減少が,大
型店の増加=店 舗面積増加による多数の零細小売店舗の減少の結果であった といえよう。ただ
し,90年 代後半}とは,中 ・大型店 といえども不況 による年間販売額の停滞がみ られる。
いっぽう草加市の場合は,図6に みられるように80年代の中 ・大型店の店舗面積はさほど増
えていなかったが,90年 代に急増 している。商業統計 と突 き合わせてみると(表2),全 体に占
める中・大型店の店舗面積 は,70年 代後半は4割程度だったが,80年 代 は36～37%と 停滞気味で
あった。 しかし90年代 には一挙 に53%ま で上昇 している。 これは,80年 代の大型店出店がかな
り抑 えられ,90年 代には駅前再開発ビルの建設等により急増 した ことと一致 している。
m.大 店 法 改 正 と出店 調 整 方 法 の 変 遷
1)主 な改正事項
大店法の下で大型店出店が どのように調整 されてきたのかを,同 法の改正や運用の変遷から
確認 してお こう。戦後,大 型店出店調整に関する法 として,ま ず百貨店法が1956年 に制定され
ていた。同法は,中 小商業の事業活動機会 を確保するため,当 時唯一の大型店であった百貨店
の新 ・増段 を調整することを目的 としていた。新 ・増設の許可願 いが出されると,通 産省は地
56『 明大商学論叢』第81巻 第3・4号(56)
表2大 型小売店舗の推移(面 積:m2,年 販売額:100万 円)
草加市 埼玉県
年
店舗数 面積i比 率 販売額i比 率 店舗数 面積1比 率 販売額i比 率
197617 34,717i40.820,065i33.37 638,686i23.0406,117i20.7




































1983 18 43,302i 37,52gi503 1,135,785}1,025,914i
1984 19 44,3ggi 38,857i524 1,163,315i1,07E,123i
198520 44,941i37.639,980i29.3541 1,200,91gi32.51,113,354i26.7




































1992 27 82,299i 76・960i 756 1,804,496i1,870,035}
1993 31 91,376i 82.1011 771 1,885,18i1,907,383i
1994 31 94,276152.682,05540.]771 2,112,86340.E1,895,283i29・8
1995 31 99,207i 84,860i815 2,196,592i1,929,646i
1996 29 95,296i 80,381i773 2,189,676i 1,907,650i
・各年12月 末 の店舗 数 ・売場 面積,年 間販売額(100万 円)。
・売場 面積300㎡ 超,た だし1994年 以降 は500㎡ 超 を対 象 とす る。
・比率 は商業統計 の小売業計 に対 する比 率=%
・「埼玉 県大型小売店 統計調査 結果」の数値 を使用。
元の商工会議所等を中心として構成された商業活動調整協議会(商 調協 と略記)に 意見 を求 め
る。商調協は,商 業に与 える影響 を調査 し,卸 ・小売商,消 費者,学 識経験者等の意見 をまと
め,妥 当な店舗面積を答申する。通産省 は,そ の答申を百貨店審議会に諮問 し,そ こで得た答
申に従い通産大臣が許可決定を下すのである。このような手続 きは大店法に継承 されていた。
1973年10月 公布,1974年3月 施行の大店法は,急 成長して きたスーパーマーケット等の大型店
出店を調整することにより,周 辺の中小小売業の事業活動の機会を適切 に確保することを目的
とした法律である。同法は,百 貨店法が企業主義 ・許可制であったのに対 し,店 舗(建 物)主
義 ・届出制であった。 よって,あ らゆる大型店が調整対象になったが,届 出制 とい うことで大
型店の進出は形式上緩和された。 この法による大型店設立 に関 しては,図7に 示されているよ
うに商工会議所等 を経由して,末 端自治体の希望が反映される手続 きが とられている。
当初,大 型店は店舗面積1500㎡ 以上(東 京都23区 及び政令指定都市では3000㎡ 以上)の もの
とされたが,そ れ未満の出店が相次 ぎ,中 小小売業者の運動もあって,1978年 には大店法が改




























1.店 舗面積1500㎡ 以上を第1種,500㎡ 超1500㎡ 未満 を第2種 として,1種 は通産大臣へ届出,
2種 は都道府県知事へ届出とされた。
2.調 整期間は,3条 届出(建 物設置者の届出)一(事 前商調協・約8ヶ 月)一5条 届出(小 売
業者の届出)一(正 式商調協 ・約2ヶ 月)一 商工会議所等の意見7(大 店審 ・約2ヶ 月)
一通産大臣の勧告一(大 店審・約1ヶ 月)一 通産木臣の命令,と い うことで約13ヶ 月が想
定 された。ただし,5条 申請から勧告までの期間を最長8ヶ 月(4ヶ 月まで延長可)ま で と
してお り,旧 来の3ヶ月以内が大き く延長された。
その後81年10月 には,通 産省は大型店出店届出の自粛指導 をはじめ,82年2月 には通達 により
運用面での規制を強化 した。具体的には,大 手百貨店10社 に対 して年間出店数 を一律1店,大
手スーパー10社 に対 しては,出 店届出総面積が過去の実績の30～50%減 となるよう面積 に規制
6
が加 えられた。これは 「企業主義 に依拠 した許可制の事実上の復活」であった。 この方針は84
年3月 の通達でさらに延長された。 また,1982年2月 の通達では,実 態 として出店者よりおこな
7
われていた出店計画の事前説明の実施を指示している。
しかしこのような規制強化は,80年 代後半 より一転 して規制緩和へ と向かう。87年6月 大店審
会長談話で,閉 店時刻 を午後6時 か ら8時の間で弾力的に調整するほか,適 当な期間での事前説
明の打ち切 り,商 調協での不一致の場合の大店審の活用が発表された。 それを受 けて通産省 も
商調協審議の迅速化を促 した。90年5月 には通産省通達が出 され,以 下の ような変更がなされ










1.出 店表明か ら勧告までの調整期間を1年半以 内に短縮する(出 店表明一(事 前説明・6ヶ月
以内)一3条 届出一(事 前商調協 ・8ヶ月以内)一5条 届出一(正式商調協一大店審 ・4ヶ月以内)
一通産大臣の勧告)。
2.出 店抑制地域(特 定地域)で の出店届出の受理等調整手続きの適正化。
3.100㎡ 以下の輸入品専用売場増設の調整手続 きは不要。
4.閉 店時刻 は午後7時 まで,休 業 日数は年間44日 まで届出不要 とする。
5.地 方公共団体の独 自規制の適正化。
そしてさらに91年5月 には大店法が再改正 され,92年1月 から施行 された。 この改正の主なポ
イン トは以下の通 りである。
1.第1種,第2種 の境界面積 を3000㎡ へ引 き上げる。
2.実 質的調整機関であった商調協 を廃止 し,出 店調整 を大店審へ一元化する。
3.地 方公共団体の独 自調整手続きは大店法の趣 旨に即 して見直 しする。
4.2年 以内に大店法の見直しをする。
5.出 店調整期間を1年以内に短縮する(そ のため従来運用面で実施 されていた出店表明,事
前説明は廃止 し,3条 届出日が出店調整期間の起算 日とされた。その際,最 長4ヶ 月の地元
説明が加 えられ,3条 届出一(地 元説明 ・4ヶ月以内)一5条 届出一(大 店審による意見聴取,
大店審審議 ・8ヶ月以内)一 通産大臣の勧告)。
6.名 ばか りとなっていた出店抑制地域は廃止する。
7.大 店審の審査体制 を強化する。具体的には,第1種 大型店の審査体制 として,全 国16ヶ 所
に大店審 の審議部会を新設(通 産局ブロックごとに設置)し,そ の下部組織 として,地 元
の意見 を集約する機関である審査会を各都道府県に1つ以上設置す る。審議に当たっては,
消費者,小 売業者及び学識経験者3～5名 から意見聴取 をおこなうとともに,必 要 に応じて
商工会議所,商 工会に対 し,地 元関係者の意見 の集約 を依頼する。
このような改正により,出 店 までの所要時間が短縮 され,大 手小売資本にとっては有利な もの
となったが,地 元の意向の反映や中小小売業者の存続 という点では,商 調協の廃止,出 店表明,
事前説明の廃止等 により,き わめて厳 しい調整環境 になっていった といえよう。ただし,新 た
に設 けられた地元説明が,従 来の事前説明にある程度代位するものであった。
さらに2年後,予 定通 り見直 しがお こなわれ,94年4月 通産省令の改正 と通達により,調 整手
続 きはさらに簡略化され5月 より施行された。主な改正点は以下の通 りであった。
1.店 舗面積1000㎡ 未満の新設 ・増床,閉 店時刻延長,休 業 日数削減は,原 則 として大店審
審議を不要 とする(500超1000㎡ 未満出店の届出は必要だが,地 元商工会議所等から合理的
理 由のある申し立 てがない限 り,原 則 として調整対象外 とする)。
(59)地 域社会における大型店問題 と商工団体の役割59
2.中 小 テナントによる店舗面積500㎡ までの増床は大店審審議を不要 とする。
3.閉 店時刻午後8時 以前,休 業 日数年間24日 以上は届出を不要 とする。
4.テ ナン トの入れ替えや店舗の営業譲渡 を原則自由 とす る。
5.地 方公共団体 による行 き過ぎた独 自規制問題処理のための窓口を国に設置する。
80年代後半か らのこのような大店法及び関連諸規定の改正による規制緩和は,大 型店の出店
をより容易になものとし,中 小小売業者の存立 をいっそう厳 しい もの とした。そのことが商業
統計中の小売店舗数の大幅な減少に現れている。1982年 に全国で172万 あった小売店舗が,1988
年には162万 に,さ らに1997年 には142万 になってお り,15年 間で30万 店舗が減少 している。そ
して1998年6月 には大規模小売店舗立地法が公布され,附 則 において大店法の廃止が定 められ




の出店調整手続 きを追加 した り(「上乗せ規制」),中 規模店舗出店 に調整手続 きを求める(「積
出 し規制」)等の措置を講 じているところもあった。1992年1月 現在でその数は230～235に 上っ
　
ていた』埼玉県の場合,1976年 に 「埼玉県大規模小売店舗出店対策要綱」(同 年5月 施行)を 策
定 し,売 場面積300～1500㎡ の 「中型店」も対象にして,県,市 町村,商 工会議所,商 工会等に
大型店出店情報連絡員を置 き,県 が市町村や商工会議所等へ情報提供,助 言指導をお こなうほ
か,「 中型店」出店にかかわる紛争解決のため,小 売商業調整特別措置法(以 下商調法 と略記)
に基づき斡旋,調 停,勧 告をお こなうこと等 を規定 していた。 さらに同年10月 には,商 工会議
所等が商調協に先立ち大型店出店の影響等 を協議,検 討で きるよう配慮することを追加(=事
前協議制)し,出 店に関わる紛争の未然防止 を目指 した。1980年 には,前 年の改正大店法施行
を受けて対策要綱 を改正 している。 そこでは,「大型店等の責務」として,「 出店 に当たって,
あ らか じめ周辺中小小売業者及び関係機関にその出店計画 を明 らかにする」 こと(=事 前説
明),大 手小売業者及びその系列会社は,店 舗面積500㎡ 以下であっても,出 店については市町
村,商 工会議所等の指導を受け,「地元周辺小売業者等関係者 と十分な協議 をする」こと(=積
出 し規制)を 改めて規定 している。 さらに1982年3月 には,通 産省通達(大 店法の届出に係る当
面の措置)も あ り,埼 玉県では①届出にあた り 「あらか じめ出店計画書を作成 し,県 及び出店
予定地の市町村並びに商工会議所会頭又は商工会会長(以 下 「商工会議所等の長」とい う。)に
出店計画の説明を行 うこと」,②第1種 大型店 は通産局長が,第2種 大型店は県が,市 町村長及び
商工会議所等の長の意見 と地域の実状を勘案して,当 該出店予定地への届出の可否を判断する,
8)日 経流通新聞1992年8月11日 付 け
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③届 出が可能 と認められた ときは,商 工会議所等の長の指導に従い,地 元商業関係者に出店計
画の説明をおこなうこと,④ 出店 を抑制すべ き地区と判断 した時は届出を自粛 されたいこと,
⑤県は,届 出の受理にあたっては,必 要に応 じて,当 該市町村長及び商工会議所等の長の同意
9
を求めるとした。つまり,出 店計画に関する説明を求めた上で,そ の地域への届出が可能か ど
うかをまず国や県が判断し,可 能 と判断した場合,地 元商店街役員や商店会連合会役員 との事
前協議 をおこなわせる。不可能 と判断 した場合,出 店予定者に自粛を求めるという指示であっ
た。
市町村 レベルでは,県 の動 きに合わせて1976年 から翌年にかけて大型店規制条例が次々と制
定 されている。比較的早 く制定 した市町村 として,戸 田市,栗 橋町,菖 蒲町,蕨 市,川 口市等
　　
がある。県下初であった戸田市を例 にとると,1976年9月 制定の「戸田市小売商業活動の調整 に
関する条例」で,「 消費者利益の保護に配慮 しつつ,地 域の消費需要に対応した整備の推進及 び
小売商業者相互間の紛争 を未然に防止するとともに,小 売商業店舗 の適正配置への誘導 を図 り,
もって市民生活の健全な発展に資することを目的」(第1条)と して,売 場面積300㎡ 以上1499㎡
以下(1979年 改正で200㎡ 以上500㎡ 以下へ)の 店舗を対象に,市 長は 「小売商業活動調整審議
会」(学 識経験者2人,小 売業者4人,消 費者4人)の 意見 を聴いて 「必要な指導,助 言,あ っせ
ん等」をお こなうとされていた。川口市の場合はほぼ同様 の内容 になっているが,蕨 市の場合
は,「 小売業者等の努力」に関する規定 を盛 り込んでいる点で異なっていた(「蕨市小売商業活
動の調整 に関する条例」,1976年12月 制定)。 蕨市の条例では 「小売業者は,常 に消費者の利便
を図 り,地 域の事情を考慮 して,そ の事業の経営改善の向上に努めるもの とす る」(第3条)等
としている。商業者の経営改善,経 営近代化の自助努力 を明記 した上で,「小売業間の事業活動
の機会 を適正に確保」(第1条)す ることを掲げているのである。
自治体 の独 自規制は,前 述 したように1992年 の改正で出店表明 ・事前説明廃止,地 方公共団
体 による行 き過ぎた独自規制是正が求められ,さ らに1994年 通産省令改正で も独 自規制是正策
　




大型店出店規制緩和期に区分 して,大 型店出店に対する調整=規 制 の実態を検討 してお く。
1)大店法成立期
9)商 観1101号,1982.3.18埼 玉県労働商工部資料
10)埼 玉新聞1977年1月22日 付 け
11)日 経流通新聞1992年8月11日 付 け参照
(61)地 域社会における大型店問題と商工団体の役割61
この時期は原始大店法(=1973年 に公布の大店法)成 立前後の時期,す なわち1978年 改正大
店法公布 までの期間である。草加市では1960年 代後半,人 口が10万 を突破 した頃から東武ス ト
ア(1963年960㎡,72年580㎡),西 友 ス トア(1969年3415㎡),イ トー ヨーカ堂(1972年5029㎡)
といった大型店の出店が続 き,大 店法が施行 された直後ダイエーの店舗(1974年8202㎡)が 開
店 した。1960年 代 に設置されたスーパーマーケッ トは,団 地造成 ・新駅開設に伴い設置 された
ものや,店 舗面積が1000㎡ に潜みたない ものもあり,さ ほ ど調整問題は起 こらなかった。商工
会 は69年2月 に大型店対策講習会 を開催 し,調 査を開始 した。同年10月 には商業激戦地 と呼ばれ
ていた町田市 を商店主100名 が視察 しているが,大 型店 との折衝 に関す る文書は未見である。し
かし,1970年 代にはいると市内各地で商店会組織結成(任 意団体)が 相次 ぐと同時に,72年8月
には商工会がイ トーヨーカ堂 と話し合いの場を持つなど,徐 々に危機感が高まり一定の対応を
取 り始めている。県内で も70年前後の時期が大型店が急増 し始める時期であ り,草 加市でも上
・記のような全国チ ェーンのスーパーマーケッ トが進出を開始した。ただ し,商 店街や中小小売
業者 も,総 じて対処方法が未確定であった。商工会 として も,商 店会の結成や先進地の調査,
講習会による対処方法学習を通 じて,や っ と大型店対策特別委員会 を結成するに至るという初
歩的段階 といえよう。
しかし大店法が公布 されると,国 や県の方針に基づき調整のための体制が構築 された。すな
わち,1974年 大店法の施行 に合わせて,草 加市商工会 は商業活動調整協議会(商 調協)を 設置
したほか,同 年11月 には商店会連合会(以 下商連 と略記)を 結成 し,中 小商業者の結束 を図っ
た。76年11月 には大型店出店対策審議のため商連に商業問題対策特別委員会を設置した。
いっぽう草加市では,1970年 に市総合振興計画基本構想が作成 されている。そこでは,草 加
駅 を中心とした中心商店街造成,他 の3駅 を中心 とした商業立地推進が掲げられていた。また,
71年 には草加駅東 口再開発事業の一環 として駅前交通広場の都市計画が決定 され,地 域中心都




この時期は,1978年 大店法改正か ら80年代中頃まで,す なわち1987年 の大店審会長談話によ
り大店法運用が緩和に向か うまでの期間である。原始大店法施行後,調 整対象未満ではあるが,
相対的に大型である店舗の進出が急増 した。草加市で も,1975年 から81年 の間に1000㎡ 以上の
　　
大型店 は11店舗設置され,そ のほとんどが1500㎡ 未満であった。1982年 の商業統計では,店 舗
面積500㎡ 超 の大型店 の比率が草加市 内の店舗面積の45%,販 売額の32%を 占めるに至 ってい
る。 このような事情を背景 に大店法が改正 され,500㎡ 超が大型店(第2種)と して調整対象に
12)草 加市商工会議所作成の 「市内の大型小売店舗及び商店会一覧」(1992年5月 現在)参 照
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られていた。また,調 整対象となう店舗面積 も76年要綱では300～1500㎡ 未満が,80年 以降は大
型小売業者及びその系列会社等が出店 しようとするときは,500㎡ 以下でも市町村や商工会議所
等の指導を受け,周 辺小売業者等 と協議することとされていた。草加市の場合,1980年 から1984
エヨ
年頃 までは,ほ とんど 「出店凍結」状態だったようである。
　る
この時期の調整過程 をみると,県 南工部が作成 した 「事前説明システム実例」 にあるように,
出店表明,出 店計画概要を受理 した商工会議所等は,出 店予定地区の商業団体を出店予定者 に
通知 し,事 前説明 を実施させている。そこではまず両者で合意書を作成 し,つ ぎに商店会連合
会 レベルで設置 している商業問題対策委員会 と出店予定著聞で協議を重ね,「協定書」等を作成
し,3条 届出に至る。 この段階で 「協定書」が作成されている場合 は,商 調協ではほ とんど異論
な く同内容が答申され,開 店 に至っている。「協定書」には開店 日,店 舗面積,営 業時間(閉 店
時刻),休 業日数が記載 されているが,多 くの場合店舗面積の変更はほとんどない。他の項目 と
して,新 聞折込み等は週1回,店 頭販売は原則不可,不 当廉売不可,駐 車場や交通安全策配慮,
15
地元商工会加入及び行事への参加 ・協力等がほぼ共通 して含まれている。
しか し,事 前説明(事 前調整)が 不調に終わ り事前商調協でも一本化できなかった事例 もあ
る。大手スーパーチェーンLの 出店に関 しては,近 接商店会 と周辺商店会で賛否 に別れ,交 通
問題や都市計画上の問題が絡 んだため行政 も巻き込んだ形で混乱した。1978年 に埼玉県商工会
連合会の事前協議指導要綱 に基づ く 「大規模小売店舗出店協議届出書」が出店予定者から商工
会へ提出されてか ら3条届出 まで1年 余,そ の後開店 までに事前商調協,正 式商調協,大 店審等
で3年 以上 を要 した。実際には,開 店 日を遅 らせるという事前商調協における学識経験者委員の
意見に沿った結果 となったが,地 元商店街等や出店地 自治体の了解が十分得 られていなければ,
結局出店が遅延することを示していた。ただしこの段階では,交 通事情や都市計画の面からの
13)大 型店Cか ら提出された報告書によると,C草 加店は,店 舗面積約1万 ㎡ を計画 していたが,1年
後再協議 を条件に2000㎡ 削減 され,1979年 開店 した。1年後2000㎡ 増床を申請 しようとしたが,「大
型店出店凍結宣言」が出 されてお り受理 されなかった。1984年 になって商工会理事会が別件で商
調協開催 を決定 したので,増 床計画書 を提出している。
14)埼 玉県商工部 『商調協運営マニ ュアル』19858頁
15)1980,81年 に出店表明したものは,開 店 までに5年 以上かかってお り,大 半の時間は事前説明 と
協定書締結 に費やされていた。店舗面積 について は,大 幅 に削減 されている事例はほとんど見 ら
れず,当 初 の計画通 りとなっている事例が多い。しかし,地 元商業者 とのこのような協定書締結
が出店の必要条件 となっていたため,地 域全体の商業立地や街づ くりという視点 よりも,ど ち ら





結局 この時期の大型店出店は,以 前に比べると出店計画から開店 までに,と くに3条届出に至
る事前説明段階で格段に時間がかかるようになり,店 舗面積 はほぼ計画通 り認め られたとして
も,販 促活動や開店時期について一定の譲歩を余儀な くされていたといえよう。
3)大型店出店規制緩和期
この時期は1980年 代後半か ら今 日に至 る時期であるが,規 制強化から一転 して出店調整期間
の短縮,調 整対象店舗面積引き上げ,事 前説明,商 調協の廃止に示されるように,い わゆる「地
元民主主義」による出店規制の排除が進められていった。その結果大型店の出店が容易にな り,
表2で みたように埼玉県で も草加市で も80年代末から大型店が急増 している。草加市の場合,
1992年 に店舗面積が急増 している。これは駅前再開発事業の一環で設立された大型店の開店 を
反映 した数値 といえる。
この頃になると,商 工会が出店調整に大きな影響力を持つようになっている。1986年 には大
型店対策委員会 を設置 し出店調整事項を取 り扱っていたが,後 に商業近代化委員会 と名称変更
し,商 店会連合会 と協議 しなが ら調整案を立案するようになった。背景 には,90年5月 通産省商
務流通審議官通達によ り,出 店表明か ら勧告 まで1年 半 と期間が制限されたため,出 店地域中心
の交渉 に任せておけな くなったことや,規 制緩和の追い風 を受けて,大 型店出店希望が相次ぎ,
もはや全市的な観点か らでないと有効に対処で きな くなってきた ことがある。 しか も,都 市間
の購買力獲得競争,特 に東京への購買力流出阻止が,こ の地域の小売業発展や街づ くりの上で
重視 されるようになり,そ の ことが駅前再開発,中 心商業地形成へ結びついていった。 その結
果,商 工会が中心 となり,全 市的観点から合理的調整方法により出店調整す ることが求 められ
るようになった。
従来 と異な り,商 工会が中心 となって調整を進めるという転換は,1990年 の出店調整 に具体
化 している。1988年 頃まで商工会が大型店出店 を抑制 してきたため,1990年5月 には,新 規出店
9店舗,増 床5店 舗の計画の表明があ り,こ れらの調整には出店調整1年 半 という新 たな運用方式
が適用されることとなった。同年7月,商 業近代化委員会 は商業活動調整専門小委員会 を設置
し,こ れ らの事前説明会の開催や,調 整案の作成 を委任 した。同小委員会は同年7,8月 に事前
説明会を開催 し,出 店計画企業 より聞 き取 り調査 をした上で,調 整案作成に取 り掛かった。1988
年商業統計で市内の総売場面積が12.8万 ㎡であった ところへ合計7.8万 ㎡の新規出店・増床計画
が出されたわけであるから,調 整結果は市内全体の小売業のみならず市民生活 にも重大 な影響
を及ぼす ものだった といえよう。
商業活動調整専門小委員会は,大 型店出店調整案作成にあた り,つ ぎのような留意点をまず
設定 した。すなわち,
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1)快適で住みよい都市構成のため"街 づ くり"の 観点を重視する(中 心商業地 ・地区中心商
業地 ・近隣商業地に対応 した業種構成を配慮。例:中 心商業地 は最寄品店の比重 を下げ,買
回品 ・高級品店や飲食・レジャー施設を増やす)。
2)都 市間競争に打ち勝つため,中 心商業地を整備 ・育成する。
3)市 街地再開発や区画整理事業 と整合性のある商業地整備 をお こなう。
4)地 元商店街の核店舗や地元主導型ショッピングセンター等 に配慮する。
5)1992年 時点を想定 して市内の売場面積総量を考慮する。
6)寡 占防止の観点か ら企業単位の店舗数や面積 も考慮す る。
これ らのうち要点は,第1に,都 市計画の視点から市内4駅 を中心 とした商業集積の発展 を展望
しつつ,草 加駅周辺を中心商業地 として重点的に店舗面積を配分すること,第2に,市 内の適
正な店舗面積総量を算定 して,そ の範囲内で調整をおこなうことである。
第1の 点については,草 加市のマスタープランで も取 り上げられてきた ことであるが,特 に
草加駅周辺や谷塚駅周辺 については,都 市再開発計画の中ですでに具体的な商業集積が構想 さ
れていた。例えば草加駅東口に関 しては,1985年 時点で市 と特定大型店間で再開発 ビルのキー
テナン トとして出店協定が締結され,87年 には同様にサブキーテナン トとして別の量販店 と出
店協定が締結 されていた。これらの大型店か ら1988年 には出店計画概要書が提出されてお り,
さまざまな協議が開始されていた。
第2の 点では,第1の 再開発計画を前提 にしつつこの時点で算定されていった。出店調整 と





*B=全 国1人 当た り年間販売額の最新値 ×(草加市1人 当た り年間販売額の全国比+10%)
×市域人口推計値÷草加市における売場効率の最新値…181,650㎡
*全 国1人 当たり年間販売額93.E万 円,草 加市1人 当た り年間販売額は77.1万 円,よ って'
全国比は82.4%。 この比率 を10%高 め,92.4%と することを目標 とした。 また,市 域人 口
推計値は,最 新統計の住民基本台帳の最新人口+予 想増加人数。売場効率 は1㎡ 当た り年
間販売額
*Cは,草 加市域の最新の全店舗面積(最 新の商業統計による)…128,081㎡


























合計 14 78,652 60,003 6,250 17,749 24%
・草加市商工会議所資料より作成。
このようにして算出された拡大可能面積を基礎 として,表3の ような調整案が作成 された。
店舗総面積では24%の 削減 となっているが,再 開発計画 ビル中の店舗面積は基本的には計画
どおりとして,他 の計画分か ら削っている。 したがって,都 市再開発や総量規制 とい う考え方
が優先 した調整 となっていた といえよう。テナン ト分の店舗面積 については,地 元の小売業者
の入店が条件 とされており,テ ナント分の面積を除 くと拡大可能面積に近い調整案となってい
た。再開発分を除 く新規出店 ・増床計画については,一 部に取 り下げられた ものや保留のもの
もあったが,ほ とんどが調整を終了し,同 年12月 に商工会商業近代化委員会 と計画企業の間で
「合意書」が取 り交わされた。 これらの合意書 には店舗面積,営 業時間,開 店 日,休 業 日数のほ
か,市 内業者のテナン ト入店,新 聞折込み ・チラシに関する規制や,商 工会及び地域商店会へ




商店会や商工会連合会による既得権 を中心 とした交渉から,市 域全体の購買力予測を基礎 とし
た調整,再 開発事業を中心 とした商業施設傾斜配分(中 心 ・地区中心 ・近隣商業地の3区 分を伴
う)へ と調整の視点が大 きく変化 した ことにより,手 続 きの面でも透明性が増 した。従来,事
前説明段階で実質的な調整がおこなわれ,出 店予定地周辺の商店会役員や小売業者 との個別的
交渉 に相当の時間を費やし,出 店容認の見返 りとなる地元商店街への 「振興資金」提供等の水
面下の交渉がしばしば繰 り広げられたようであるが,一 定の合理性のある地域商業政策 に基づ
く調整へ と転換 したのである。その背景には,や は り出店規制緩和による大型店の急激 な進出
があった といえよう。
ところで,こ のような急激な大型店の進出に対 して,多 くの中小小売業者を会員 とする商工
会 も商工会々費 に着目した対策 を講 じる。既述のように,出 店合意書 を作成するに当たって,
行事参加や共存共栄,情 報交換のため出店予定企業 に商工会,商 店会への加入 を求めてきたが,
さらに大型店の会費を引き上げている。1989年 度以降の会費 は,均 等割 りと,従 業員数 に応 じ
た口数割を一般会員に課す とともに,銀 行 には銀行割,大 型店 には1㎡ 当た りの単価を120円 と
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定 めた大型店割を課 していた。1989年 度 よりその額 を既存店舗の場合 は2倍,新 規 または増床の
場合は3倍 に改定 した。大規模 になればなるほどこの会費 は多額にな り,周 辺 自治体における商
工団体の会費 と比較 して:高額 とな り,店 舗面積拡大や新規出店 に対 しては一定の障壁 となりう
る。 しか もこの会費の一部は商連へ補助金 として支給され,組 織の維持や商店街の整備に用い
られたのである。
V.小 括
草加市では,1990年 以降街づ くり,再 開発の視点 の導入が図 られた。調整 に関 しても透明性,
合理性が増 してきた。しかしそのいっぽうで,表2で 明らかなように,大 型店の店舗面積が90年
代 には急速に上昇 し,94年 には全店舗面積 の53%に 達している。また,1000㎡ 未満店舗の出店
が原則 自由化 され,そ の傾 向に拍車がかかっている。 ところが,再 開発地域周辺の旧来の商店
街か らはます ます客足が遠のき,出 店に反対する気力さえな くなってきた と言われている。商
店会レベルでの活性化プランもい くつ も策定されているが,財 政的裏付けがないためなかなか
具体化 されない。近代化への体力の低下 も著 しい。
間違いなく商店街の役割 はこれか らの高齢化社会 にとって重要であ り,地 域文化,生 活の豊
かさの内実を造 り上げてゆく上で も不可欠である。街づ くりのためのインフラである道路の拡
幅,歩 道の整備ひとつ とっても,莫 大な資金を必要 とするとともに,都 市計画や市の行政 との
タイアップが不可欠である。その意味でも計画づ くりか ら積極的に市民参加が図 られ,行 政 も
積極的に参加 した街づ くりのためには,ま だまだ超 えなければならないハー ドルは高いとい え
る。少な くとも,従 来商工行政 を補完 し,商 店街活性化に尽力してきた商工会議所等 も,も っ
と開かれた場 になることが求められていると言えよう。
